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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は、WTO 法が加盟国の国内規制措置をどのような形で規律しているのか－WTO 法の国内規制措置に対する
影響について、GATT/WTO 紛争解決手続の事例を中心に検証するものである。国内規制借置とは、政府が国内事項
を規律するために採る国内規制に係る措置と定義する。 







 以上の目的意識の下、本論文では、検討範囲を次のように設定した：①ガット第 3 条の解釈適用問題、②国内規制




ルとしては、ガット第３条のほか、第 20 条が挙げられる。第 20 条は、違反とされた措置を正当化する例外条項であ
り、例外条項でどのように違反が免責されるかについてまで検討しないとガットにおける国内規制措置に対する規律
の考察は完結しない。また、規制障壁を一般則として規律するガット第３条及び 20 条のほかに、ウルグアイ・ラウ
ンドでは規制障壁に関する２つの新協定－TBT 協定及び SPS 協定－の交渉・締結が行われた。従って、この２つの
新協定をめぐる問題をカバーしなければ、国内規制措置と WTO 法の関係を考察したことにならない。本論文は、上
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ける TBT 協定の解釈適用によって WTO と加盟国の規律のバランスが追求されるのではなく、相互承認という国家
間の協力が推奨され、その国家間の合意が実現される過程において、規制障壁を軽減しようとする WTO の目的と製
品の安全性確保などの国家の政策目的のバランスを保つ試みがなされていた（④より）。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
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